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中心市街地の空洞化や，高齢化が進む中，都市部を整理しつつ再整備やコンパクト化することが求めら

れている．都市の再整備やコンパクト化の効果を評価するためには，現状の住民の交通行動を把握する必

要がある．本研究では，福岡市の 2 つの地区を対象に，都市部で集約的に整備された地域と，従来の郊外

型地域を対象に日常的な買物行動について個人属性別，特に高齢者と高齢者以外や世帯人数差に着目して，

交通手段選択や店舗までの所要時間において両地域間や個人属性ごとの差異の有無を明らかにすることが

出来た．さらに買物行動をモデルとして構成し，定量的に分析した．本研究より，高齢者は歩いて行ける

範囲の店舗を選ぶ傾向がある一方で，高齢者以外は自動車を用いて行きたい店舗を選択する傾向があるこ

とが示された． 
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1． はじめに 

 

(1) 背景と目的 

近年，我が国においては急速に少子高齢化が進行

している．内閣府の平成29年度版高齢社会白書1)に

よると，2016年の65歳以上の高齢者人口は3459万

人で，総人口に占める割合は27.3%に上る．さらに，

我が国の総人口は長期の人口減少過程に突入してお

り，2016年の総人口1億2693万人から、2065年には

8808万人にまで減少することが推計されている．従

って，人口減少と伴に、高齢化率が上昇すると予想

され，2065年には高齢化率38.4%に達し，国民の約

2.6人に1人は65歳以上の高齢者になると予測され

ている．そのような社会情勢の中で，都市機能やイ

ンフラ設備を守っていく必要がある．しかし，昨今

におけるモータリゼーションの進展により，我々の

生活は自動車に深く依存している．戸口から戸口へ

の移動という高い利便性を持つ自動車は，我が国に

おいて2015年末現在で，約2.1人に1台の自動車が普

及している状況であり，自動車普及率の増加は都市

の拡大に拍車をかけている．林ら2)や和気ら3)による

と，地方部においては都市の広域化や自動車利用が

急激に増加し，行動範囲の広域化が指摘されている．

さらに，都心部に暮らしていた人々の郊外の一戸建

て住居への志向が高まっていることもあり，住宅地

の郊外化が進み，大規模商業施設が郊外に立地し，

消費者は自動車を利用して買物に出かけるパターン

が定着してきた．そのため，旧来の中心市街地にお

ける商店街の衰退が激しく，都心部の空洞化が全国

規模で広がっている．また，モータリゼーションの

進展は公共交通の位置づけを相対的に低下させ，バ

ス路線の廃止などといった，公共交通の衰退をもた

らしている．その結果，高齢者や子供などの運転が

出来ない人や経済的に車を持てない人などの交通弱

者の移動の足を奪う結果となっている．森山ら4)や

猪井ら5)は過疎地域の高齢者を対象に，交通サービ

スの向上が各種生活のしやすさに繋がることや，生

活格差を改善することが出来ると指摘しているよう

に，人口減少だけでなく高齢化が進む現状を考える

と，過疎地域だけでなく都心部についても自動車以

外の移動手段を確保する必要性は今後さらに増大し

ていくことが懸念される． 

今後本格化する人口減少・少子高齢化社会におけ

る，中心市街地の活性化をはじめとした都市の再生

や公共交通をめぐる環境の改善を図るために，国主
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導のもと各地で市街地の再整備及びコンパクト化を

図っている状況である．コンパクト化の効果や影響

を把握するためには，交通行動に着目することが非

常に重要であると考えられる．そこで，本研究では

人々の普段の生活に密接に関係する食料品や日用品

などといった「最寄品」を取り扱う日常的な買物行

動について取り上げ，年齢差や世帯人数差といった

個人属性の違いを考慮した上で地域間の買物行動の

差異を明らかにし，それらを踏まえたうえで居住環

境と買物行動の関係を分析し定量的に表現すること

を目的とする． 

 

(2) 既存研究との関連及び本研究の特徴 

 買物行動に関する研究や，交通行動を基に中心市

街地活性化に関する研究はこれまで数多くなされて

きた．吉田ら6)，森地ら7)，松本ら8)，河上ら9)，北詰

ら10)は買回り品を取り扱う非日常的な買物行動を対

象に頻度決定モデルや目的地決定モデル，交通手段

選択モデルを構築し，その有用性や政策シミュレー

ションを実施しているが，日常的な買物行動につい

ては取り扱っていない．山本ら11)は買回り品だけで

なく最寄品についても取り扱った買物頻度決定モデ

ルの構築を行うだけでなく，単身世帯とその他の世

帯では異なる行動パターンを持つことを示しており，

さらに世帯と交通行動を取り扱う研究として，西田

ら12)，石田ら13)，杉田ら14)が挙げられる．これらの研

究から，同一の性や年齢における個人についても世

帯構成員や世帯の自動車保有状況によって，交通発

生量や交通行動に大きく影響することが明らかにな

っている．買物行動についても自らの活動の派生的

需要に加え，世帯構成員との関わりが大きいと考え

られており，買物行動のモデルを構築する際に，世

帯構成を考慮に入れることは非常に有用であると考

える．また，鈴木ら15)によると，経済学的に着目し，

高齢者の購買行動や購買計画の面から特徴を明らか

にし，高齢者は店舗に到達する前に予め購入量を決

定した上で来店していることを見出しており，年齢

間で買物の計画性という点で差異があることを示し

ている．  

 

図-1 商業施設の立地状況（九大学研都市） 

従って，これらの既存研究を踏まえたうえで，本研

究の特徴を述べると，最寄品を対象とした日常的な

買物行動について，個人属性の違い，特に年齢差や

世帯人数差を着目した上で集約的整備地域と郊外型

地域の買物行動の差異を明らかにする点が一つの特

徴といえる．また，それぞれの買物行動について，

頻度・交通手段・目的地を同時に決定する買物行動

モデルを構築することにより，定量化を図る点につ

いても特徴の一つであると言える． 

 

 

2．調査内容 

 

(1) 調査概要 

本研究では，2015年11月24日（火）及び同26日（木）

にJR九大学研都市駅周辺，JR・西鉄千早駅周辺で実

施されたアンケート調査のデータを利用する．この

2つの調査地域の駅周辺は近年，土地区画整理事業

が実施され，駅を中心に商業施設や病院などの生活

利便施設が集約的に再整備された．その一方で，調

査地域の郊外部では従来の郊外型の居住環境である

ため，駅周辺を集約的に整備された地域と従来の郊

外型地域を比較することにより，コンパクト化した

生活環境を評価する目的でこの地域を選定した．こ

こで，商業施設の立地状況について九大学研都市を

図-1に，千早を図-2に示す．図-1，図-2上の赤丸が商

業の立地を表している．今回，実施したアンケート

の調査概要を表-1に示す．調査項目として，個人属

性及び買物行動について目的地，頻度，交通手段，

所要時間，滞在時間などについて質問した． 

アンケートの配布枚数及び回収枚数を表-2に示す．

いずれの地域においても回収率30%を超え，高い回

答率が得られている． 

 

図-2 商業施設の立地状況（千早） 
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表-1 アンケート調査概要 

 

表-2 アンケートの集計結果 

 

 

3. 買物行動の分析 

 

アンケートの調査結果における，地域区分や個人

属性区分について表-3に示す．また各地域の個人属

性別の該当回答者数を表-4にまとめる． 

 

(1) 年齢別 

はじめに，年齢別に買物行動を分析する．買物交

通手段について、アンケート回答者の居住地から最

も利用する買物場所までの距離割合とその距離ごと

の交通手段割合についての集計を行った．なお，居

住地から買物場所までの距離の算定は，アンケート

に記載された住所の町丁目単位まで参照し，各住所

から最も行く店舗までの距離を算定した．九大学研

都市駅周辺の高齢者を図-3に，高齢者以外を図-4に，

九大学研都市郊外の高齢者を図-5に，高齢者以外を

図-6に示す．図-3から図-6の円グラフは，内円が最も

利用する店舗までの距離の割合，外円が内円部に該

当する距離ごとの交通手段割合を表している．また，

各地域の対象町及び丁目数，その町別からの最短距

離の商業施設までの平均距離及びその標準偏差を表

-5にまとめる． 

駅周辺については，図-3と図-4より，いずれの年齢

においても駅周辺の住民は家から500m以内の距離

にある店舗を選択する傾向がある．この傾向は千早

でも同様に見られた．表-5を見ても，各地域から最

短距離に位置する商業施設までの平均距離は約

330mであり，加えて九大学研都市，千早のいずれの

地域においても駅周辺の回答者の大多数は，駅に隣

接している商業施設を選択している．これらのこと

を踏まえると駅周辺の地域は歩いて店舗まで向かう

ことが出来る環境にあると考えられる．一方で，高

齢者以外では短距離でも自動車を利用している回答

者，また自動車を利用して別の地域まで買物に向か

う回答者も存在することが図-4から読み取れる． 

表-3 地域区分と個人属性区分内容 

 

表-4 各地域の個人属性ごとの回答者数 

 

表-5 各地域から最寄りの商業施設までの平均距離 

 

図-3 九大学研都市駅周辺（高齢者）の最も利用する店舗

までの距離割合とその交通手段割合 

 

図-4 九大学研都市駅周辺（高齢者以外）の最も利用する

店舗までの距離割合とその交通手段割合 

九大学研都市 千早 合計

配布枚数 1948枚 1363枚 3311枚
回収枚数 599枚 449枚 1048枚
回収率 31% 33% 32%

調査地域 福岡市西区「九大学研都市」，東区「千早」
調査時期 2015年11月24日（火），26日（木）
配布枚数 3311枚
回答数 1048枚
回答率 32%

調査内容

①年齢，職業などの個人属性
②買物行動
（目的地，頻度，交通手段，所要時間，滞在時間など）
③公共施設の利用状況・通院行動・余暇活動について

駅周辺 郊外 駅周辺 郊外

対象町数 13 28 5 8

最短距離の平均（m） 333.5 730.4 334.2 305.9
標準偏差 0.195 0.865 0.174 0.160

九大学研都市 千早
地域

駅周辺
九大学研都市駅又は千早駅から徒歩で
所要時間5分以内に居住している回答者

郊外 上記以外の回答者

高齢者 年齢が70代以上の回答者

高齢者以外 年齢が60代以下の回答者

1人世帯 世帯人数が1人の回答者

2人世帯 世帯人数が2人の回答者

3人以上世帯 世帯人数が3人以上の回答者

地域区分

個
人
属
性
区
分

年齢別

世帯
人数別

高齢者 高齢者以外 1人世帯 2人世帯 3人以上世帯

駅周辺 6人 200人 48世帯 66世帯 89世帯

郊外 43人 221人 63世帯 83世帯 117世帯

駅周辺 111人 280人 54世帯 138世帯 198世帯

郊外 65人 120人 27世帯 84世帯 74世帯

年齢別 世帯人数別

九
大
学
研
都
市

千
早
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図-5 九大学研都市郊外（高齢者）の最も利用する店舗ま

での距離割合とその交通手段割合 

 

次に郊外については，図-5と図-6より，高齢者は高

齢者以外と比較して，1km以内の店舗を選択してい

ることが読み取れる．また，その店舗までの交通手

段についても，徒歩あるいは自転車を選択する割合

が多いことが読み取れる．従って、高齢者は徒歩か

自転車で行ける範囲の近隣の店舗を選択する傾向が

あると考えられる．一方で，高齢者以外は距離が

1kmを超える店舗についても半数ほどの住民が選

択しているだけでなく，交通手段についても距離が

500m以内を除いて，自動車が最多割合であること

が読み取れる．つまり，高齢者以外は自動車を利用

して，自身の行きたい店舗を選択している傾向があ

ると考えられる．一方で，表-5より九大学研都市郊

外は最短の商業施設までの距離が大きいことが読み

取れる．また，標準偏差についても他地域と比較し

て大きいことから，地域によって最短の商業施設ま

での距離にばらつきがあることが読み取れる．従っ

て，近隣に商業施設が立地していないため自動車を

使わざるを得ない状況の地域もあることが考えられ

る．ここで九大学研都市郊外の交通手段別の選択割

合について高齢者と高齢者以外で検定を行ったとこ

ろ5%で有意差が認められた． 

 次に，年齢別の自宅から買物場所までの所要時間

分布について，九大学研都市の結果を図-7に示す．

図-7より，駅周辺は年齢を問わず，8割以上の回答者

が5分以内の所要時間で買物場所に到達している．

図-3や図-4の買物交通手段割合と併せて考慮すると，

駅を中心に5分以内の歩いて暮らせる街を形成する

ことが出来ていると考えられる．一方で郊外地域で

は所要時間が10分以上を要している割合が多数存

在し，表-5を見ても近隣の商業施設までの距離でも

駅周辺と比較して遠いことが挙げられる．そのため

郊外では年齢間で体力的な差が生じ，所要時間分布

に差が生じたものと考えられる． 

 

(2) 世帯人数別 

 次に，世帯人数差に着目して買物行動を分析する．  

図-6 九大学研都市郊外（高齢者以外）の最も利用する店

舗までの距離割合とその交通手段割合 

 

図-7 九大学研都市の買物所要時間分布 

 

図-8 世帯人数別の買物交通手段割合(九大学研都市) 

 

買物交通手段について九大学研都市駅周辺及び郊外

の集計結果を図-8に示す．図-8より，世帯人数が増

加するにつれ，自動車の割合が増加していることが

読み取れる．これは世帯人数が増加するにつれ，買

物購入量が増加するために，持ち運びに容易な自動

車を選ぶ傾向があると考えられる．この傾向は，千

早においても同様に見られた．ここで各世帯人数の

交通手段割合で「3人以上世帯の交通手段割合と一

致する」という帰無仮説のもと有意水準5%で検定を

行った結果，九大学研都市郊外及び千早駅周辺の各

世帯人数及び千早郊外の1人世帯で棄却された．従

って，これらの地域では交通手段を選択する指針が

同一の地域内においても世帯人数差により異なるこ

とが考えられる． 
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4. 日常的買物行動における頻度及び交通手

段・商業施設同時選択のモデル 

 

 本研究でいう日常的な買物行動は最寄品を購入す

るための買物行動を指しているため，「一定期間（一

週間）内に多頻度で繰り返され，パターン化されて

いるため，効率的な行動をとっていると考えられる

買物行動」と定義する．その上で頻度，交通手段，

目的地を決定するモデルを構築した． 

 

(1) 交通手段選択モデル 

 交通手段選択モデルでは犠牲量モデルを用いる．

図-9はその概念を示す．各交通手段選択時の総費用

をコストに換算し，最も総費用が低くなる交通手段

を選択する構造である．図-9に示す時間価値分布は

対数分布と仮定し，各交通手段選択の総費用は徒歩

による疲れや交通手段に対する抵抗なども考慮する．

各交通手段の総費用𝐶𝑚𝑜𝑑𝑒の計算式を(1)式から(3)式

に示す． 

𝐶𝑤𝑎𝑙𝑘 = 𝑇𝑤𝑎𝑙𝑘 ∙ 𝜔 + 𝐹𝑤𝑎𝑙𝑘 ∙ 𝑇𝑤𝑎𝑙𝑘 −𝑚   (1) 

𝐶𝑏𝑖𝑘𝑒 = 𝑇𝑏𝑖𝑘𝑒 ∙ 𝜔 + 𝑅𝑏𝑖𝑘𝑒 −𝑚     (2) 

𝐶𝑐𝑎𝑟 = 𝑇𝑐𝑎𝑟 ∙ 𝜔 + 𝐹𝑐𝑎𝑟 ∙ 𝑇𝑐𝑎𝑟 + 𝑅𝑐𝑎𝑟 −𝑚   (3) 

 

𝑇𝑚𝑜𝑑𝑒：各交通手段の自宅‐店舗間の所要時間

（分） 

𝜔：時間価値（円／分） 

𝐹𝑚𝑜𝑑𝑒：疲れ（徒歩）又は燃料代（自動車）を考慮

した係数（円／分） 

𝑅𝑚𝑜𝑑𝑒：交通手段選択時に感じる抵抗（円） 

𝑚：店舗の魅力度（円） 

 

(2) 買物頻度決定モデル 

 買物頻度決定モデルの概念を図-10 に示す．日常

的な買物行動は，一定期間内において多頻度で繰り

返されパターン化されていることから労働的な側面

を持ち，効率的な行動，つまり非効用最小化型の行

動がとられていると考えられる．そこで(4)式と(5)式

に示す 2 つの非効用関数を仮定する．(4)式，(5)式の

合計が買物場所 i において時間価値𝜔𝑥の人が感じる

総非効用𝐷𝑖,𝜔𝑥,𝑚𝑜𝑑𝑒𝑖
となる．これを頻度 nで微分し，

0 となる頻度 nが最適頻度 𝑛𝑠である． 

𝐶𝑡𝑖,𝜔𝑥
= 𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖(𝜔𝑥) ∙ 𝑛        (4) 

   𝐶𝑠𝑚𝑜𝑑𝑒𝑖
= 𝐴𝑚𝑜𝑑𝑒𝑖

𝑛⁄      (5) 

 

𝐶𝑡𝑖,𝜔𝑥
：ある時間価値𝜔𝑥の人の自宅と店舗 i の往復

に関わる非効用  

𝐶𝑜𝑠𝑡𝑖(𝜔𝑥)：犠牲量モデルで決定した交通手段の時

間価値𝜔𝑥の人の 1 回あたりの総費用（円） 

𝐶𝑠𝑚𝑜𝑑𝑒𝑖
：交通手段が選択された時の購買品の保存

と運搬に関わる非効用 

𝐴𝑚𝑜𝑑𝑒𝑖
 ：交通手段別のパラメータ 

図-9 犠牲量モデルの概念図 

 

図-10 買物頻度決定モデルの概念図 

 

(3) 頻度及び交通手段・商業施設の同時選択モデル 

交通手段選択モデルおよび買物頻度決定モデルに

より，店舗ごとにある時間価値𝜔𝑥を持った人が選択

する交通手段，最適頻度及びその選択を行った時の

総非効用をそれぞれ求めることが出来る．本研究で

は，人は非効用が最も小さい選択を行うと仮定して

いるため，ある時間価値𝜔𝑥を持つ人は，店舗ごとの

選択における総非効用を比較し，最も小さい総非効

用を取る店舗，交通手段及び頻度の組合せを選択す

る．例えば店舗が1～Nまであるなかで，店舗Xの総

非効用が最小となった場合，時間価値𝜔𝑥の人は店舗

X・交通手段𝑚𝑜𝑑𝑒𝑥・最適頻度𝑛𝑠𝑥の組合せを選択す

るということになる．これを対象となる人全体につ

いて行うことで推定が可能となる． 

 

(4) モデルの適用 

 (1)節から(3)節で説明を行ったモデルを用いて買

物行動を実測値と合うようにパラメータを推定する．

その際，アンケート結果から個人属性別に買物行動

に差異があることが明らかになったので，はじめに

地域ごとに個人属性別に実施する．そして，地域ご

との推定結果を踏まえて，パラメータに普遍性を持

たせるために，一部のパラメータを個人属性別に固

定値を求めたうえで，残りのパラメータの推定を行

った．なお，頻度及び交通手段・商業施設の同時選 
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表-5 パラメータの推定結果（九大学研都市郊外） 

 

図-11 九大学研都市郊外における店舗・交通手段別に集

計した実測値と理論値 

 

択を扱う都合上，ある程度のデータ数が揃わないと

パラメータ推定が困難となる．そのため今回データ

数の少ない九大学研都市駅周辺の高齢者では推定を

行っていない．また世帯人数差のモデル推定につい

てはデータ数を充分に確保するため，1人世帯と2

人世帯は統合して実施する． 

 

a) 個別に推定 

 4ヶ所の対象地域について高齢者と高齢者以外の

年齢別及び1・2人世帯と3人以上世帯の世帯人数別

の4パターン，計15パターンで個別にそれぞれのパ

ラメータを推定した．推定結果のうち，九大学研都

市郊外のパラメータの値を表-5に示す．表-5より年

齢間で交通手段選択モデルパラメータである自動車

利用の抵抗𝑅𝑐𝑎𝑟の値を比較すると，高齢者の値が大

きいことから，高齢者は高齢者以外と比較して自動

車の利用を控える傾向があることが読み取れる．推

定された各店舗の交通手段分布の実測値と推定値の

うち，高齢者以外の結果を図-11に示す．実測値と推

定値に関して有意水準20％でK-S検定を実施したと

ころ，いずれの地域，個人属性別においても実測値

と推定値に有意差はないという結果が得られた． 

 

b) 一部のパラメータを固定して推定 

 次に前項で個別に求めたパラメータについて，時

間価値に関するパラメータ𝜔𝑥と，頻度決定モデルパ

ラメータ𝐴𝑚𝑜𝑑𝑒𝑖について，4か所の地域で求まったそ

れぞれの値を個人属性ごとに平均を算出し，固定値

とした．求めた固定値を表-6に示す．個人属性別の

それぞれの固定値を用いて，再び4ヶ所の対象地域 

 表-6 個人属性別の時間価値分布及び頻度決定モデルパ

ラメータの固定値の一覧 

 

表-7 固定値を用いた時のパラメータの推定結果（九大学

研都市） 

 

図-12 九大学研都市郊外における固定値を用いた時の店

舗・交通手段別に集計した実測値と理論値 

 

について年齢別及び世帯人数別に残りの交通手段選

択モデルパラメータなどの推定を行った．その結果

の内，九大学研都市郊外のパラメータの値を表-7に

示す．そして，推定された各店舗の交通手段分布の

実測値と推定値のうち，高齢者以外の結果を図-12に

示す．店舗と交通手段別に推計した実測値と推定値

に関して有意水準20%でK-S検定を実施したところ，

いずれの地域，個人属性別においても実測値と推定

値に有意差はないという結果が得られた．一方で，

頻度を含めた場合，郊外地域の1・2人世帯で棄却さ

れ，有意差があるという結果に至った．この原因と

して，1人世帯と2人世帯の間においても，交通手段

選択に差異があるという結果が得られていたため，

本来は分けて考慮する必要があったが，データ数の

都合で1・2人世帯を統合してモデル化を図ったため

であると考えられる． 

 

 

5. まとめ 

 

 本研究では都市部における再整備やコンパクト化

に関する評価を行うために，日常的な買物行動に着

目した．その際，高齢化社会が進んでいるため年齢

高齢者以外 高齢者 1・2人世帯 3人以上世帯

2.11 2.53 2.49 1.82

0.53 0.62 0.57 0.76

μ 6.49 6.92 6.68 5.83
σ 1.02 0.78 0.96 0.93
μ 10.37 7.73 9.97 10.87
σ 1.10 1.07 1.08 1.27
μ 7.22 8.47 7.08 7.12
σ 0.84 0.67 1.07 1.15

頻度
決定
モデル

パラメータ

Awalk

Abike

Acar

時間価値
分布

ω μ

ω σ

個人属性区別

高齢者以外 高齢者 1・2人世帯 3人以上世帯

2.64 2.99 3.19 2.88

0.05 0.23 0.02 0.05

2.57 2.20 3.87 1.99

40.09 45.13 54.61 28.91

11.63 20.07 20.28 20.16

μ 6.34 7.45 6.91 5.81
σ 0.85 1.16 0.99 0.92
μ 8.09 7.58 7.69 12.34
σ 1.34 1.10 1.18 1.14
μ 7.16 7.97 7.73 7.49
σ 1.09 1.10 1.06 1.23

頻度
決定
モデル

パラメータ

Awalk

Abike

Acar

Rcar

交通手段
選択
モデル

パラメータ

Ｆwalk

Rbike

時間価値
分布

ω μ

ω σ

個人属性区別

高齢者以外 高齢者 1・2人世帯 3人以上世帯

8.90 3.62 4.70 5.65

69.80 62.63 47.04 56.30

45.00 54.60 39.00 31.87

個人属性区別

Rcar

交通手段
選択
モデル

パラメータ

Ｆwalk

Rbike
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差や，交通行動が異なるとされる世帯人数差に着目

し，都市部で集約的に整備された生活空間を有する

地域と，従来の郊外型の地域を対象に買物行動に関

する分析を行った．その結果，年齢差に着目すると，

駅周辺では高齢者，高齢者以外共に駅に隣接する店

舗を選択する人が多く，その交通手段は徒歩である

割合が多いことから，歩いて暮らすことが出来る街

であることが認識できた．また，年齢差に関係なく

店舗までの所要時間が5分以内の割合が一番大きい

ことから，高齢者にとっても大きな負担なく歩いて

買物に向かうことが出来る街であると考えられる．

一方で，郊外では高齢者は自宅から近い店舗に徒歩

あるいは自転車で向かう傾向があり，高齢者以外で

は自動車を用いて行きたい店舗を選択している傾向

があることがわかった．さらに郊外においては，年

齢間で体力的な差による所要時間差が生じているこ

とがわかった．次に世帯人数差について着目すると，

世帯人数が増加するにつれて，自動車の利用割合が

増加しており，世帯の大きさにより買物行動の違い

を明らかにすることが出来た． 

 そして，アンケート調査の結果を基に個人属性別

に交通手段選択モデル，頻度決定モデルを用いて買

物行動をモデル化することにより，それぞれの地域

の人々の行動を定量的に表現することが出来た．さ

らに，個人属性ごとに時間価値と頻度決定モデルパ

ラメータを固定値として算出し，その固定値を用い

て再び推定を行い，各地域の買物行動について，固

定値を用いても表現することが出来た．そのためパ

ラメータに汎用性を持たすことが出来たと考えら

れ，一つのパラメータの指標を得ることが出来た．  
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